








その他のタイトル 〈III Articles〉 An Investigation of the
Teacher's Promotion System of Public
Elementary and junior High School in Japan :
The Resource Allocation and the Degree of





















































うかに基づいて判定するものj であり、いわば「非競争的試験j である (9)。
「成績主義Jと矛盾しないとしても、教員の「選考Jでは、具体的な任用行為のレベルにおいて
















































で昭和 46年調査以降、中学校で昭和 34年以降である。例えば、昭和 31年では校長・教諭の男女計・
全年齢計は小学校 298，301人、中学校 180，826人であるが、そのうち 55-59歳の者は、小学校で校
長 1，153人、教諭 826人、中学校で校長 697人、教諭 667人である。同年の校長職占有者の最多年
齢層は、小学校で 45-49歳(10，773人、教諭 9，481人)であり、中学校で 45-50歳 (5，119入、教諭
12，935人)である。昭和 40年では男女計・全年齢計は小学校 320，078人、中学校 218，362人である
が、そのうち 55-59歳の者は、小学校で、校長 7，827人、教諭 5，503人、中学校で校長 3，951人、教諭
3，487人である。同年の校長職占有者の最多年齢層は、小学校で、 50-55歳 (10，596入、教諭 15，983
人)、中学校で 50-55歳 (4，832入、教諭9.006人)である。昭和 46年以前では、校長への昇任年齢
は若く、校長職への到達率はかなり高かったということができょう。
55-59歳の校長職占有率は、①昭和 46年の小学校 58.76%、昭和 40年の中学校 53.12%をピークと
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図3・図 4の昭和 56'"'-'平成 13年度の平均校長登用率(全校長登用者/全校長)は、昭和 57年度の
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昭和 61年では、 55-59歳と 50-54歳で貯/T比の開きが大きく、それぞれ小学校で 5.65%、3.3問、











昭和 63年度以降では、 55-59歳と 50-54歳の校長登用率の傾きが、平成 5年度以降ではその率自
体が逆転し、昇任年齢の下降傾向が明らかである。図 1. ~ 2の平成 i年以降の 50-54歳の校長職





傾向にある。当然、 50-54歳の校長数の 5分の 3程度は、それぞれ次の調査時 (3年後)の 55-59歳
















平成 13年調査時に 55-59歳の年齢層で各織位ごとの占有者・離職者は、昭和 43年調査時に 22-26
歳の年齢層に属していた。小学校の離職者数について職位別にみると、校長 O人、教諭 1，162人と
推計される。同様に、昭和 46年 (25-29歳)では校長 O人、教頭0人、教諭l，623入、昭和的年 (28-32
歳)では校長 0人、教頭 O人、教諭 280人、昭和 52年 (3卜35歳)では校長 3人、教頭 i入、教諭
339人と続き、平成 13年 (55-59歳)では校長 231人、教頭 119人、教諭 1，177人である (17)。以上の
値の積算によって、仮に離職していなければ、平成 13年調査時に 55-59歳の年齢層に属する小学校
教員としてカウントされていたであろう者の数は、校長 1，394人、教頭l，306人、教諭 19，917人と










































































































































































































































































































































































































































































































































(2)辻 清明 r公務員制の研究』東京大学出版、 1991年、 2頁。
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頁。山崎博敏『広島大学教育学部紀要~ 1部(教育学)44号、 1996年、 75-88頁。高校の校長の
異動について、朝日は異動先の学校の偏差値によって分析している。朝日素明「公立学校長の人
事異動の形態ー茨城県立学校における事例の概要-J W埼玉短期大学研究紀要~ 1号、 2002年、 55-64
頁。平成 5年版・平成 10年版の地方公務員の行政職について、野見山 宏 f自治体人事行政に隠す
る一考察j 同志社大学大学院・総合政策科学研究科『同志社政策科学研究~ 3巻、 2001年。






(15) 後述の校長職・教頭職での離職者に加えて、 1年度の 56-59歳、 i十i年度の 57-59歳、 i十2年度
の 58-59歳、 i十3年度の 59歳の校長登用者を到達者数に加算すれば、最終的な到達率はさらに高
くなるが、データの制約から算出不能である。
(16) W教員調査』のデータでは、校長・教宣言;・教諭の合計に 55-59歳の者が占める割合のピークは、
小学校で、昭和 58年(11.18%)、昭和 61年(13.19%)、平成 4年(10.76%)、中学校で昭和 58年(9.22%)、
平成 i年(11.78%)、平成 7年(9.34%)となっている。 NP/T比は、各年齢層ごとに、各年 10月!日
時点の教員数で前年度開の校長登用数を除した。なお、 ~3 ・園 4 の項目「φ毒事A.xJは 10倍値
で表示している。
NP/T比小学校・男女 NP/T比.中学校・男女
年 40-44設 45-49歳 50日 54設 55-59設 40-44歳 45-49識 50-54歳 55-59歳
昭和 58 0.00% 0.26% 2.67% 3.33% 0.00% 0.11% 1.67% 2.48%1 
昭和 61 0.00% 0.30% 3.30% 5.65% 0.00% 0.13% 2.03% 
平成 1 0.00% 0.37% 5.21% 6.89% 0.00% 0.26% 2.77% 3.80% 
平成 4 0.01% 1. 02% 6.47% 6.51 % 0.00% 0.57% 3.69% 3.78% 
平成 7 0.01 % 1.03% 6.61 % 5.54% 0.01% 0.65% 4. 15% 3.34% 
平成 10 0.00% 0.90% 5.58% 3.93% 0.00% 0.89% 4.60% 2.47% 






はこれより高い。注 14を参照。平成 13年度の 55-59歳の校長登用者数は 642人であった。また、
男女別に推計した結果、小学校で男性 56.03%、女性 9.02%、中学校で男性 41.01%、女性 2.27%であ
ったが、男女間の不均衡はいうに及ばない。
(1 g) かつて教頭職新設の経過措置においては、教頭職は i等級(通常規模以下の学校の校長職)と 2
等級(教諭職)にまたがって格付けされていた。
(20) 山崎準二『教師のライフコース研究』創風社、 2002年、 252-257頁。
(21)近年では、個々の教職生活が「個人時間(加齢・成熟)J r社会時間(家族や職業などの周期)J r歴
史時間(時代)Jの3つの時間で生きられる中で、倍々の能力が機能的に獲得され、キャリア分岐
に係る本人の選択もその過程で形成されると考えられるようになっている。山崎前掲書、 28-29
頁。
(22) 塚田守『受験体制と教師のライフコース』多賀出版、 1998年。
(23) 日本教育経営学会スクールリーダーの資格任用に関する検討特別委員会提言「学校管理職の養
成・研修システムづくりに向けてJ2003年 6月 6日。
(24) 1980年代の旧自治省による標準職務級表と給与体系に関するリ旨導j は、地方公務員の中関管
理職的なスタッフポストの乱設を抑止する機能をもっていた。稲継硲昭『人事・給与と地方自治』
東洋経済新報社、 2000年、 205-207頁。職務階層が少ない教員の場合とは対照的である。
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